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＜基本的な考え方＞ 
○ 介護報酬は、人件費・物件費等を勘案しているが、地域ごとの人件費の地域差を調整するため、地域区分を設定
し、地域別・人件費割合別（サービス別）に１単位当たりの単価を割増ししている。 

 

○ 平成１２年の報酬設定時は、国家公務員の調整手当を基本として地域区分を設けたが、その際、国の官署がない
地域の一部の地方自治体については、要望を踏まえた設定を認めた。 

 

○ その後、国家公務員の調整手当については、平成17年の人事院勧告において、平成18年度から地域手当として再
編されたが、介護報酬の地域区分については、平成24年度介護報酬改定で地域手当に準拠する見直しを行った。 

  
○ 平成２７年度介護報酬改定においても民間事業者の賃金水準を基礎とした賃金指数に基づき設定するという原則 
 に立ち、客観的に地域区分を設定する観点から、公務員（国家公務員又は地方公務員（以下同じ。））の地域手当 
 の設定に準拠する見直しを行うとともに、公務員の地域手当の設定がない地域については、「その他（０％）」の 
 設定を原則としつつ、隣接する地域の実情を踏まえ、公務員の地域手当の設定がある地域について「複数隣接する 
 地域区分のうち低い区分」から本来の「その他（０％）」までの範囲内の区分を選択できるようにした。 
  また、広域連合を構成する自治体が適用されている地域区分の割合が異なる場合は、構成する自治体間の協議に 
 より、その自治体が適用されている区分の範囲内で設定した。 
 

○ これらの見直しに当たっては、報酬単価の大幅な変更を緩和する観点から、自治体の意見を聴取した上で、平成 
 ２９年度末まで必要な経過措置（今回の見直しによる最終的な地域区分及び上乗せ割合の範囲内の区分で設定）を 
 講じた。 
 

○ なお、地域区分は、地域間における人件費の差を勘案して、地域間の介護保険費用の配分方法を調整するもので
あるため、財政的に増減を生じさせないようにすること（財政中立）が原則である。 
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地域区分の見直し（平成２７年４月実施） 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

点数の新旧 

各サービスの人件費割合 

１級地 ２級地 ３級地 ４級地 ５級地 ６級地 その他 

上乗せ割合 １８％ １５％ １２％ １０％ ６％ ３％ ０％ 

人件費 

割合 

７０％ １１．２６円 １１．０５円 １０．８４円 １０．７０円 １０．４２円 １０．２１円 １０円 

５５％ １０．９９円 １０．８３円 １０．６６円 １０．５５円 １０．３３円 １０．１７円 １０円 

４５％ １０．８１円 １０．６８円 １０．５４円 １０．４５円 １０．２７円 １０．１４円 １０円 

１級地 ２級地 ３級地 ４級地 ５級地 ６級地 ７級地 その他 

上乗せ割合 ２０％ １６％ １５％ １２％ １０％ ６％ ３％ ０％ 

人件費
割合 

７０％ １１．４０円 １１．１２円 １１．０５円 １０．８４円 １０．７０円 １０．４２円 １０．２１円 １０円 

５５％ １１．１０円 １０．８８円 １０．８３円 １０．６６円 １０．５５円 １０．３３円 １０．１７円 １０円 

４５％ １０．９０円 １０．７２円 １０．６８円 １０．５４円 １０．４５円 １０．２７円 １０．１４円 １０円 

（人件費割合の見直し） 短期入所生活介護（４５％）  →  短期入所生活介護（５５％） 

人件費割合７０％のサービス 
訪問介護／訪問入浴介護／訪問看護／居宅介護支援／定期巡回・随時対応型訪問介護看護／夜間対応型訪問介護 

人件費割合５５％のサービス 
訪問リハビリテーション／通所リハビリテーション／認知症対応型通所介護／小規模多機能型居宅介護／看護小規模
多機能型居宅介護／短期入所生活介護 

人件費割合４５％のサービス 

通所介護／短期入所療養介護／特定施設入居者生活介護／認知症対応型共同生活介護／介護老人福祉施設／介
護老人保健施設／介護療養型医療施設／地域密着型特定施設入居者生活介護 ／地域密着型介護老人福祉施設入
所者生活介護 
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(3) 地域区分 

（基本的な考え方） 

 地域区分については、民間事業者の賃金水準を基礎とした賃金指数に基づき設定するという原則に立ち、客観

的に地域区分を設定する観点から、公務員（国家公務員又は地方公務員（以下同じ。））の地域手当の設定に準

拠する。また、公務員の地域手当の設定がない地域については、「その他（０％）」の設定を原則としつつ、隣接す

る地域の実情を踏まえ、国家公務員又は地方公務員の地域手当の設定がある地域について「複数隣接する地域

区分のうち低い区分」から本来の「その他（０％）」までの範囲内の区分を選択できるようにする。 

 また、広域連合を構成する自治体が適用されている地域区分の割合が異なる場合は、構成する自治体間の協

議により、その自治体が適用されている区分の範囲内で設定する。 

 これらの見直しに当たっては、自治体の意見を聴取した上で必要な経過措置を講じる。 

 また、各サービスの人件費割合については、各サービスの人員配置基準に基づき、実態を精査の上で、必要に

応じて見直しを行う。 

 なお、地域区分は、地域間における人件費の差を勘案して、地域間の介護保険費用の配分方法を調整するも

のであることから、財政的な増減が生じないよう財政中立で行うことが原則である。 

 一方、地域区分の設定方法として、介護人材確保での近隣自治体との均衡を考慮し、地域の実情を踏まえ市

町村域を超えた、より広域的な範囲において設定が可能となるようにすべきとの意見があった。 

地域区分の見直し（平成２７年度介護報酬改定（審議報告【抜粋】） 
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主な論点 

 ＜現在検討すべき課題について＞ 

○ 市町村ごとの介護従事者の平均的な賃金水準に関する現在考えられる公平・客観的な把握の方法として、

各地域の民間事業者の給与に準拠している公務員の地域手当（地域区分に基づく上乗せ割合）をもとに報

酬単価を設定している。公務員の地域手当の設定がない市町村（※）は隣接市町村の状況を活用して対応

しているところ。（※）人口５万人未満の市・町村・通勤者率の設定なし。 

 

○ 一方、「地域区分の設定方法として、介護人材確保での近隣自治体との均衡を考慮し、地域の実情を踏ま 

 え市町村域を超えた、より広域的な範囲において設定が可能となるようにすべき」との意見（審議報告）があ 

 ることについて、どう考えるか。 

   例えば、囲まれている隣接地域と地域区分で大きな差が出ているような事例について、どのように考えられ

るか。（例：別紙参照） 

 

○ 上記の例以外においても、現在の設定について課題のある事例もあると考えられることから、各自治体の

意見を聴取した上で、公平・客観的な方法という観点も踏まえながら、課題や論点等を整理してはどうか。 

 

○ 財政中立で行うべき地域区分に基づく報酬単価の調整において、仮に地域区分を見直す場合の財源につ

いて、どのような対応が考えられるか。 



赤（上段）：平成２７～２９年度の割合（経過措置） 
青（下段）：見直し後の本来の割合 〈東京都〉 

 １５％ 
（１５％） 

 １５％ 
（１６％） 

 ２０％ 
（２０％） 

 ２０％ 
（２０％） 

 １５％ 
（１６％） 

 １０％ 
（１０％） 
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別紙 


